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令和 3 年 3 月
令和 4 年 3 月

令和 3 年度 令和 12

１．事業概要
（１） 事業の現況
① 給　水（令和３年３月３１日現在）

人

人

千 ／ha

② 施　設（令和３年３月３１日現在）

％

③ 料　金

＜料金表＞（2ヶ月分・消費税10%含む）

13mm
20mm
25mm
40mm
50mm
75mm
100mm
150mm

④ 組　織

計 画 給 水 人 口 83,948

現 在 給 水 人 口 80,603
法適（全部・財務）
・ 非 適 の 区 分

法適用（全部）

46,220 施 設 利 用 率 56.38／日

令 和 3 年 10 月 1 日

780 千ｍ

浄水場設
置 数

24,200円
39,600円

水量料金（１m3につき）

201m
3
以上

施 設 能 力

66円/m3

44円/m
3

　基本料金と従量料金を設定している。従量料金については逓増制を採用している。資
産維持費は総括原価に算入している。

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

～

管 路 延 長

0.9

供用開始年月日 昭 和 38 年 4 月 1 日

水 源

別添１－1

策 定 日 ：

越前市水道事業経営戦略（越前市水道事業）

年度

　　　表流水　　　ダム　　　伏流水　　　地下水　　　受水　　　その他

改 定 日 ：

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

越前市

越前市水道事業

計 画 期 間 ：

23
施 設 数

配水池設
置 数

3

料金改定年月日
（消費税のみの改
定は含まない ）

メータ口径 基本料金 基本水量

10m3まで

設定なし

1～10m
3

11～20m
3

21～60m
3

61～200m
3

0円/m
3

44円/m
3

132,000円
220,000円

198円/m
3

264円/m
3

79,200円

1,848円
2,904円
7,700円

286円/m
3



（２） これまでの主な経営健全化の取組

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析
【経営の健全性・効率性】

《職員兼務》
　工業用水道事業と同組織の中で職員が兼務・運営
《民間委託》
　・漏水調査業務
　・水質検査業務
　・開閉栓検針業務（平成１９年度～）
　・施設運転管理業務（平成２５年度～）
　・窓口業務(令和３年度～)
《職員数削減》
　部・課の統合等機構改革や民間委託により、職員数の削減を実施（平成２２年度：２０名⇒令和３年度：１３名）
《簡易水道事業統合》
　事業統合：中山町（平成１７年）、家久町柳原（平成２２年）、今立３地区（平成２６年～平成２８年）
　経営統合：白山地区（平成１８年）

《各指標の説明》

料金収入や一般会計からの繰入金等の経常収益で、維持管理費や支払

利息等の経常費用をどの程度賄えているかを示すもの

これまでの運転管理業務の包括委託等、経営健全化の取り組みにより、経

常収支比率は１００％以上を維持している。

《各指標の説明》

営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金等で補填する

ことができず、複数年度にわたって累積した欠損金の状況を示すもの

これまでの運転管理業務の包括委託等、経営健全化の取り組みにより、累

積欠損金は発生していない。

越前市（当該値）



《令和２年度経営比較分析表》

《各指標の説明》

短期的な債務に対する支払能力を表し、１００％以上で１年以内に支払うべ

き債務に対し支払うことができる現金等がある状況を示すもの

これまでの運転管理業務の包括委託等、経営健全化の取り組みにより、依

然として高い支払能力を有している。

《各指標の説明》

給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を示すもの

これまでの運転管理業務の包括委託等、経営健全化の取り組みにより企業

債残高対給水収益比率は改善されている。



《令和２年度経営比較分析表》

《各指標の説明》

給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを示すもので、１０

０％を下回っている場合、給水に係る費用が給水収益以外の収入で賄われ

ていることを意味する

現在は給水収益によって費用を賄えているが、今後給水収益の減や委託料

の増が見込まれており、更新費用の財源確保のため、さらなる費用削減を

検討する必要がある。

《各指標の説明》

有収水量１ 当たりについて、どれだけの費用がかかっているかを示すもの

大規模修繕の減少と職員数減及び組織の若年化により費用が減少している

が、有収水量の総量の増減により1 換算では年度毎にばらつきが発生して

いる。



《令和２年度経営比較分析表》

《各指標の説明》

施設の稼働が収益につながっているかを判断する指標で、１００％に近けれ

ば近いほど施設の稼働状況が収益に反映されていることを意味する

これまでの継続的な漏水調査実施により全国平均、類似団体と比較し高い

水準を維持できていると考えられるため、今後も定期的に漏水調査を実施し、

高い有収率の維持と更なる向上に努める。

《各指標の説明》

一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や

適性規模を判断することができる

低い数値で推移しているため、季節柄の需要変動等を考慮して適切な施設

規模への検討が必要であることが明らかとなった。



【施設の老朽化】
《令和２年度経営比較分析表》

《各指標の説明》

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表し、

資産の老朽化度合を示す

法定耐用年数を経過した資産は増加し続けていることが分かり、計画的な更新が

必要と言える。

《各指標の説明》

法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表し、管路の老朽化度合を示す

法定耐用年数を経過した資産は増加し続けていることが分かり、計画的な更新が

必要と言える。



《令和２年度経営比較分析表》

《各指標の説明》

当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標で、管路の更新ペースや状況を

把握することができる

繰越工事により年度間の管路更新延長にばらつきが生じている。今後も耐震性が

劣り漏水の原因となる老朽管の更新については内部留保資金の一部を活用する

などで財源を確保しつつ、計画に沿って更新を進める。



２．将来の事業環境
（１） 給水人口の予測

（２） 水需要の予測

　我が国の総人口は、平成１６年をピークに減少に転じている。本市においては、平成１２年の85,430人をピーク

に年々減少し、令和２年では82,363人となっている。

　将来の給水人口についても、平成１８年度の84,324人をピークに年々減少傾向にあり、令和２年度の80,603人

に対し、令和１２年度では76,654人と約４．９％減少すると予測される。（市人口ビジョン[令和２年３月公表]にお

ける将来人口推計より算定）

　近年の水需要は全国的に減少傾向にあり、本市においても人口減少や節水機器の普及、節水意識の向上な

どにより、将来給水人口に比例し、年々減少傾向になると予測される。生活用水、業務営業用水ともに減少し、

有収水量は令和２年度の8,759千 /年に対し、令和１２年度では8,256千 /年と約４．５％減少すると予測され

る。
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（３） 料金収入の見通し
　料金収入については、平成２４年、平成２５年及び令和３年に料金改定を実施したことや、事業所の使用水量

減により平成２７年度（1,777百万円）のピークから水需要予測と比例し年々減少傾向となり、令和２年度の1,735

百万円に対し、令和１２年度では1,591百万円と約８．３％減少すると予測される。
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（４） 施設の見通し（令和２年度アセットマネジメント結果より）

資産健全度の推移（管路）

資産健全度の推移（構造物及び設備）

《更新しなかった場合の健全度》

　資産更新を行わなかった場合、構造物及び設備については２０年後には法定耐用年数に満たない健全資産

が半分以下となり、法定耐用年数を超過した経年化資産が２～３割程度占めることとなる見込み。また、法定耐

用年数の１．５倍を超える老朽化資産も確実に増加、４０年後には６割程度を占めることになる。

　管路についても、更新を行わなかった場合は、確実に健全資産が減少し、経年化資産が１５年後くらいまで増

加し、老朽化資産についても３０年後には５割程度を占めるなど確実に増加が見込まれる。

　本市の施設については、高度経済成長期等に急速に整備され、管路の布設延長は昭和４５年から５０年ごろ

まで増加した。管路経年化率は平成３０年度では全国平均は下回っているものの年々増加傾向にある。

　この傾向が続けば、水道施設や管路は今後も順次、法定耐用年数を迎え老朽化が進む。将来にわたり水道

水を安定的に供給するためには、老朽化した施設等を計画的かつ効率的に更新を進めていく必要がある。施

設整備や更新需要の見込みは、「アセットマネジメント（資産管理）の手法」を取り入れ、中長期的な視点により

試算しており、更新を必要とする施設・設備・管路の整備事業費は以下のとおりと試算している。

今後４０年間での更新需要 約４２８億円（施設・設備：約３６億円、管路：約３９２億円）
※実用耐用年数（法定耐用年数の１．５倍）にて試算



（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）
（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り
（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明
①　収支計画のうち投資についての説明

１．事業概要
　越前市水道事業は、昭和３５年１２月に旧武生市水道事業として、創設認可を受け昭和３８年９月に村国浄水
場から直送で一部通水を開始し、昭和３９年７月に村国配水池から全給水を開始した。その後、高度経済成長
による都市化の進行、生活水準の向上、産業の発展、下水道の整備、旧今立町への分水などによる水需要の
増大に伴い、第１次から第５次に至る拡張事業を実施し、施設の整備拡充を進めてきた。さらに、平成１７年１０
月に、旧武生市と旧今立町との合併により越前市水道事業として給水を開始した。その後、平成１８年１２月か
ら日野川地区水道用水供給事業(県水)の受水開始による水源の一部転換を図り、「安全で安心な水」の安定給
水と普及率の向上に努めている。

２．経営理念
　計画期間中の数値目標としては、『経常収支比率１００％以上』（市水道ビジョン目標値）を目標値として設定
し、健全経営を維持していく。

３．基本方針
　水道ビジョンの基本方針と施策目標である、
　　　安全：いつでもどこでも水をおいしく飲める水道
　　　強靭：災害から迅速に復旧できるしなやかな水道
　　　持続：健全かつ安定的な事業運営が可能な水道　　　に基づき施策を実施していく。

　財源については、官民連携による発注方式や、料金収入、経費の削減等により純利益の確保に取り組んでい
く。

　なお、今後１０年間（料金算定期間）は令和３年度に改定した料金を維持しながら事業運営を実施し、収支の
不均衡が生じた場合には投資費用の平準化を行い資金の確保を行う。

目標

　安全で安心な水道水を安定供給するため、市水道ビジョン、市水道施設更新計画に

基づき計画的な更新を実施する

　【令和７年管路耐震化率：１０．０％（市水道ビジョン目標値）】

　今後も現在同様、工業用水道事業と兼務で業務を行う。

　令和３年度から水道・下水道共通窓口の民間委託に伴い職員削減を進めている。今後は、民間委託受託事

業者と業務知識や経験、技術等を相互連携することで、さらなる職員のスキルアップを図っていく。さらに、職員

間での日常の執務を通して実務上の専門知識の修得と人間関係の円滑化を図るため、適切な職場研修

（OJT）を実施し人材育成を図っていく。

《安全・安心な水道水の供給》
　水質保全、適切な浄水処理、管路内及び給水装置の一連の水道システムによる水質保持や衛生対策の徹
底により、いつでもどこでもおいしく飲める水を提供する。

　・第５次拡張事業計画（白山簡易水道統合）（平成１８年度～令和８年度）
　・中平吹町簡易水道統合（令和９年度着手予定）

《老朽管路や施設の更新・耐震化》
　老朽化・劣化した施設や管路を適切な更新により平常時の信頼性を向上（事故率の低減）するとともに、大規
模災害時においても、被災を最小限にとどめ、被災した場合でも迅速に復旧できるしなやかな水道の構築を目
指す。また、施設の更新の際には水需要の減少を考慮しダウンサイジング（施設能力の最適化）なども検討す
る。
　・有収率向上に向けた老朽管の更新（過去に漏水のあった箇所や漏水の可能性の高い管種）
　・水道施設の更新（日常点検等で更新の必要性の高い施設）、老朽管更新（過去に漏水のあった箇所や漏水
の可能性の高い管種）と合わせて概ね年間300,000千円
　・村国浄水場　集中監視設備・受変電設備更新事業（更新工事：令和４年度～令和７年度）継続費：385,000千
円

組織の見通し



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

《委託料に関する事項》

　水質検査業務や施設運転管理業務等については業務の効率化、経費削減、民間のノウハウを活用するため

民間委託を実施している。

　また、窓口業務についても市民サービスのさらなる向上と経営の効率化を図るため、令和３年度から水道・下

水道共通窓口（上下水道お客さまセンター）を開設し、民間委託を実施している。

《修繕費に関する事項》

　今後も更新等の必要性を正確に把握し、更新を行うことにより修繕費の節減に努める。

《職員給与費に関する事項》

　工業用水道事業との兼務により現在と同じ職種・人数による職員給与費としている。

　令和３年度、令和４年度は水道・下水道共通窓口の民間委託実施を反映した職員給与費としている。

②　収支計画のうち財源についての説明

《水道料金》

　日野川地区水道用水供給事業（県水）の供給単価低減に向け、今後も継続し県に要望・協議を行う。

　また、事業経営の更なる効率化と、継続的な経費節減、料金収納率の向上に努め、令和３年度に改定した料

金を維持する。

《企業債》

　収支計画の中では施設の更新は料金収入を充て実施していくが、不足が生じる場合は、公営企業債の借り

入れを検討する。その際には経営を圧迫することのないよう借入内容を精査する。

《資産の有効活用》

　内部留保資金については、定期預金により運用を行っており、今後も引き続き、有利な運用方法を検討してい

く。

　遊休地（粟田部町１筆）の早期売却に向け取り組む。

目標
　令和３年度に改定した料金を維持しながら、中長期的視点に立った財政運営に努
め、経営健全の維持に取り組む

その他の取組

施設・設備の合理化
（スペックダウン）

施設・設備の廃止・統合
（ダウンサイジング）

アセットマネジメントの充実
（施設・設備の長寿命化等
による投資の平準化）

民間の資金・ノウハウ等の活用
（PPP/PFI等の導入等）

広域化
　県が令和４年度末までに水道広域化推進プランを策定予定であり、今後は研
修会、検討会に出席し広域連携パターン等を検討・検証していく。

　予定なし

　予定なし

　今後の水需要の状況を検証しながらダウンサイジングの検討を行う。

　今後の水需要の状況を検証しながらスペックダウンの検討を行う。

　予定なし



②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

　市水道ビジョン、市水道施設更新計画、市水道事業経営戦略に基づき事業を
運営し、毎年度、取り組みについて、進捗管理や計画と実績との検証を行い、
それらの結果を踏まえ、令和７年度の市水道ビジョンの改定に合わせ見直しを
行う。

料金

企業債

繰入金

資産の有効活用等による
収入増加の取組

その他の取組

　事業経営の更なる効率化と、継続的な経費節減、料金収納率の向上に努
め、今後１０年間（料金算定期間）は令和３年度に改定した料金を維持する。

　収支計画の中では施設の更新は料金収入を充て実施していくが、不足が生
じる場合は、公営企業債の借り入れを検討する。その際には経営を圧迫するこ
とのないよう借入内容を精査する。

　政策的経費については繰入基準及び公営企業法の経費負担の原則に基づ
き実施していく。

　内部留保資金については定期預金により資金確保に取り組む。
　遊休地（粟田部町１筆）の早期売却に向け取り組む。

　予定なし　　　



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度　R1 前年度　R2

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 1,832,889 1,864,442 1,791,941 1,794,211 1,771,199 1,759,570 1,752,707 1,744,085 1,740,203 1,727,327 1,719,110 1,710,998
(1) 1,685,773 1,735,462 1,658,913 1,653,912 1,651,349 1,639,720 1,632,857 1,624,235 1,620,353 1,607,477 1,599,260 1,591,148
(2) (B) 14,399 12,694 19,981 14,699 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
(3) 132,717 116,286 113,047 125,600 99,850 99,850 99,850 99,850 99,850 99,850 99,850 99,850
２． 194,519 194,574 185,612 184,420 188,313 188,245 185,479 183,376 180,200 177,837 176,071 171,429
(1) 11,700 10,404 9,245 8,015 7,714 8,068 9,209 10,734 12,124 11,961 12,308 12,304

11,700 10,404 9,245 8,015 7,714 8,068 9,209 10,734 12,124 11,961 12,308 12,304

(2) 173,557 172,788 167,058 167,500 171,957 171,653 167,915 164,406 160,009 157,927 155,983 151,464
(3) 9,262 11,382 9,309 8,905 8,642 8,524 8,355 8,236 8,067 7,949 7,780 7,661

(C) 2,027,408 2,059,016 1,977,553 1,978,631 1,959,512 1,947,815 1,938,186 1,927,461 1,920,403 1,905,164 1,895,181 1,882,427
１． 1,672,148 1,696,340 1,777,489 1,799,690 1,754,424 1,762,386 1,786,479 1,800,333 1,810,499 1,813,041 1,803,221 1,799,862
(1) 78,183 68,759 57,461 74,988 52,557 49,757 51,757 50,557 51,357 52,557 53,357 56,157

37,537 36,100 27,182 35,383 25,177 25,177 25,177 25,177 25,177 25,177 25,177 25,177
9,653 5,081 4,435 7,417 5,200 2,400 4,400 3,200 4,000 5,200 6,000 8,800
30,993 27,578 25,844 32,188 22,180 22,180 22,180 22,180 22,180 22,180 22,180 22,180

(2) 1,126,259 1,153,605 1,246,530 1,241,340 1,191,803 1,190,553 1,205,503 1,215,003 1,217,253 1,216,003 1,195,003 1,195,003

64,399 75,655 107,592 122,104 110,000 110,000 120,000 120,000 120,000 120,000 100,000 100,000
7,947 9,087 12,685 15,351 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

1,053,913 1,068,863 1,126,253 1,103,885 1,071,803 1,070,553 1,075,503 1,085,003 1,087,253 1,086,003 1,085,003 1,085,003
(3) 467,706 473,976 473,498 483,362 510,064 522,076 529,219 534,773 541,889 544,481 554,861 548,702
２． 56,819 43,890 35,434 30,771 27,243 24,494 22,846 22,054 21,622 20,346 20,471 20,258
(1) 43,528 39,034 35,434 30,771 27,233 24,484 22,836 22,044 21,612 20,336 20,461 20,248
(2) 13,291 4,856 10 10 10 10 10 10 10 10

(D) 1,728,967 1,740,230 1,812,923 1,830,461 1,781,667 1,786,880 1,809,325 1,822,387 1,832,121 1,833,387 1,823,692 1,820,120
(E) 298,441 318,786 164,630 148,170 177,845 160,935 128,861 105,074 88,282 71,777 71,489 62,307
(F) 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10
(G) 392 999 58,364 1,364 800 800 800 800 800 800 800 800
(H) △ 392 △ 999 △ 58,354 △ 1,354 △ 790 △ 790 △ 790 △ 790 △ 790 △ 790 △ 790 △ 790

298,049 317,787 106,276 146,816 177,055 160,145 128,071 104,284 87,492 70,987 70,699 61,517
(I)
(J) 2,725,504 2,328,398 1,835,848 1,955,170 2,236,624 2,383,068 2,521,000 2,661,541 2,628,876 2,756,167 2,848,029 2,880,227

272,963 300,818 152,067 149,635 275,224 273,286 272,142 270,705 270,058 267,912 266,543 265,191
(K) 545,500 512,096 388,098 388,654 423,604 413,923 396,382 375,397 357,722 340,987 333,579 330,790

174,129 116,903 100,000 100,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000

297,556 135,241 19,422 27,605 292,818 292,630 292,630 294,022 294,210 294,022 294,022 294,022
( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 1,818,490 1,851,748 1,771,960 1,779,512 1,751,199 1,739,570 1,732,707 1,724,085 1,720,203 1,707,327 1,699,110 1,690,998

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度
R3

営 業 収 益

R4 R10 R11 R12R5 R6 R8 R9R7

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度　R1 前年度　R2

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 154,000 199,900 267,800 280,600 267,000 80,000 234,000 168,000 168,000

２． 37,226 37,581 40,150 43,124 40,408 33,380 22,253 29,838 37,055 42,720 59,918 74,735

３．

４． 17,859 18,245 24,455 21,498 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

５．

６． 7,842

７． 1,445 1

８． 121,579 25,210 53,018 90,637 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

９． 25,000 25,000 256,250 56,250 56,250 56,250 56,250 56,250 56,250 56,250

(A) 184,506 106,036 144,068 565,510 331,558 392,430 394,103 388,088 208,305 367,970 319,168 277,735

(B)

(C) 184,506 106,036 144,068 565,510 331,558 392,430 394,103 388,088 208,305 367,970 319,168 277,735

１． 571,169 493,284 908,258 594,847 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000

8,584 8,836 8,778 8,607 8,450 8,450 8,450 8,450 8,450 8,450 8,450 8,450

２． 169,798 174,657 178,820 186,304 178,678 164,166 143,546 133,590 118,430 106,232 106,883 114,292

３．

４．

５． 200,387 500,000 2,000 2,200 12,000 2,100 1,800

(D) 941,354 1,167,941 1,087,078 781,151 780,678 766,366 755,546 733,590 720,530 708,032 706,883 714,292

(E) 756,848 1,061,905 943,010 215,641 449,120 373,936 361,443 345,502 512,225 340,062 387,715 436,557

１． 501,713 608,678 392,364 73,487 335,810 260,626 248,133 232,192 398,915 226,752 274,405 323,247

２． 220,000 410,000 500,000 100,000 55,000 55,000 55,000 55,000 55,000 55,000 55,000 55,000

３．

４． 35,135 43,227 50,646 42,154 58,310 58,310 58,310 58,310 58,310 58,310 58,310 58,310

(F) 756,848 1,061,905 943,010 215,641 449,120 373,936 361,443 345,502 512,225 340,062 387,715 436,557

(G)

(H) 2,010,913 1,836,256 1,657,436 1,625,132 1,646,354 1,749,988 1,887,042 2,020,452 1,982,022 2,109,790 2,170,907 2,224,615

○他会計繰入金
年　　　　　度 前々年度　R1 前年度　R2

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

14,423 13,677 14,245 13,015 12,714 13,068 14,208 15,734 17,124 16,961 17,307 17,304

7,664 7,814 9,307 9,041 9,199 9,663 10,372 11,140 11,839 11,859 12,404 12,652

6,759 5,863 4,938 3,974 3,515 3,405 3,836 4,594 5,285 5,102 4,903 4,652

50,820 53,861 62,591 61,934 49,499 42,471 31,344 38,929 46,146 51,811 69,009 83,826

25,650 28,770 35,965 33,582 23,505 23,651 23,187 27,018 30,666 33,554 42,539 50,323

25,170 25,091 26,626 28,352 25,994 18,820 8,157 11,911 15,480 18,257 26,470 33,503

65,243 67,538 76,836 74,949 62,213 55,539 45,552 54,663 63,270 68,772 86,316 101,130

R12

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

R4

計

そ の 他

R10 R11R5 R6 R7 R8 R9

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の 支 出 金

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

本年度
R3

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R12

資

本

的

収

支

補  財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

企 業 債

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

他 会 計 補 助 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

R5
本年度
R3

R4 R7

計

R8 R9 R10 R11R6


